
令和４年１２月２２日 

子 ど も ・ 若 者 部 

 

新たな出産費助成制度の実施について 

 

（付議の要旨） 

今般の新型コロナウイルスの影響やエネルギー・物価高騰の長期化により、子育て

世帯の生活への厳しさが増す中、出産費用が年々増大している状況を踏まえ、誰もが

安心して出産できるよう経済的負担を軽減するため、現在実施している第３子以降を

対象とした出産費助成制度を見直し、対象を第１子に拡大した新たな出産費助成制度

を実施することを決定する。 

 

１ 主旨 

今般の新型コロナウイルスの影響やエネルギー・物価高騰の長期化により、子育て世

帯の生活への厳しさが増している。 

区は、子どもを生み育てやすい環境の整備の一環として、平成２１年度より第３子出

産費助成制度を行ってきた。この間の都内における出産費用の上昇など、出生率が伸び

悩む背景もある中、誰もが安心して出産できるよう経済的負担の軽減を図る必要がある。 

ついては、現在の「第３子出産費助成制度」は廃止し、出産費助成制度の対象を第１子

からに拡大し、すべての出産に対して、出産費助成金の支給を実施する。 

 

２ 出産費を取り巻く背景 

（１）国は、妊娠届出時から出産・子育てまで一貫した伴走型相談支援の充実を図るとと

もに、妊娠・出産時の育児関連用品の購入費助成や子育て支援サービスの利用負担軽

減を図る経済的支援を一体として実施する事業（出産・子育て応援交付金）を創設し、

継続的に実施することとした。（妊娠届出時５万円相当、出生届出時５万円相当） 

（２）令和３年度国の調査研究結果によると、室料差額等を除く東京都の公的病院での出 

産費用平均値は約５６万５千円となっており、全国平均値の約４５万５千円を大きく 

上回っている。 

また、健康保険法等に基づく保険給付として、出産における経済的負担を軽減する 

目的で支給する出産育児一時金においては、令和４年１月からは４０.８万円となっ 

ている。今般の出産費用の増大により、子育て世帯への経済的負担が増大している背 

景を鑑みて、国においては、出産育児一時金の上限額を４８.８万円まで引き上げる旨 

が示されたところである。 

 

３ 助成金額の考え方 

   ①東京都の公的病院での出産費用の平均値           約５６万５千円 

②出産育児一時金                      約４８万８千円 

＊公的病院：国公立病院、国公立大学病院、国立病院機構等 ①－②より  ７万７千円 

国の一時金増額によってもなお、出産費用の平均値と７万７千円の差額が生じる。 

現在、世田谷区近隣の都内公的病院における出産費用も約４５万円から７５万円まで

と幅があることに鑑み、自己負担となる費用の一部を軽減する金額を設定する。                                                                                                                

＊２、３における出産費用、一時金には産科医療補償制度の掛金分１.２万円は含まない。 
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４ 実施内容について 

  国から支給される出産育児一時金と都内における出産費用との乖離があるため、区独 

自の施策としてこのとおり制度を実施する。 

①対 象 者：出生児童の保護者 

②対象人数：年間６，７００人（令和５年度見込み） 

③助成内容：児童１人につき５万円 

 

５ 新たな出産費助成制度と第３子出産費助成との比較 

 新たな出産費助成制度 第３子出産費助成制度（廃止） 

目的 出産費用の軽減 多児家庭の経済的負担軽減 

対象児童の条件 第１子以降の出産 第３子以降の出産 

年間対象人数 ６，７００人 ３５０人 

経費 ３４０，５００千円 １７，７７６千円（３年度決算額） 

支給額 一律５万円 最大６万円 

支給額算定方法 一律支給 「出産費＊１」から「出産育児一時金」や「出

産に伴う給付金等＊２」を差し引いた額 

支給方法 口座振込 口座振込 

支給対象者 令和５年４月１日以降に出生した児童

の保護者 

令和５年３月３１日までに出生した児童

の保護者 

申請方法 窓口提出、郵送、電子申請 窓口提出、郵送 

申請期限 出生の日から１年以内 同左（令和６年３月２９日（金）受付終了） 

その他条件 健康保険法に基づき出産一時金が支給

される流産・死産も含む 

同左 

児童が出生日に区内に住民登録がある

こと 

母子が出生日から申請日まで引き続き区

内に住民登録があること 

          ＊１ 分娩費・入院費等 

         ＊２ 健康保険から支給される付加給付や共済から支給される附加金や帝王切開等で 

健康保険が適用されたことによる高額療養費等 

 

６ 概算経費（令和５年度） 

（１）助成費（扶助費）   335,000千円   

（２）事務経費（委託料等）  5,500千円  

 

７ 周知 

令和５年３月下旬、区のホームページ、子育て応援アプリ、公式ＬＩＮＥ、ＳＮＳ等を

活用して周知する。 

  令和５年４月以降、出生届提出者に児童手当手続き関係書類一式と同様に申請書を配 

付する。その後、申請のない対象者あてに申請書を送付し勧奨する。 

   

８ 今後のスケジュール（予定） 

   令和５年２月   福祉保健常任委員会報告 

       ４月   事業開始（４月１日以降出生児童から支給対象） 
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